
別記第２号様式  

随  意  契  約  結  果  一  覧  

課等名  契約の名称  契約年月日  契約の相手方  契約金額（円）  契約の相手方を選定した理由  摘  要  

環 境 生 活 部

環 境 保 全 局

循 環 型 社 会

推進課  

 

令 和 ８ 年 度

北 海 道 P C B

廃 棄 物 処 理

事 業 に 係 る

環 境 モ ニ タ

リング業務  

 

令和８年３月 31日  

 

地 方 独 立 行 政

法 人 北 海 道 立

総合研究機構  

 

11,800,000 

 

(1) 周辺地域環境への影響評価に当たっては、

これまでのモニタリング結果、PCB 廃棄物処

理に関する専門的知識、室蘭地域における工

場 等 の 排 出 源 情 報 等 に 関 す る 知 見 が 必 要 で

あり、当該知見等を有しているのは道総研の

他にない。  

(2) 道が 実施 する 立入 検査 等の 際の 助言 やモ

ニ タ リ ン グ 結 果 の 住 民 説 明 等 を 行 う に は 、

PCB 廃棄物処理に関する専門的知識のほか、

行政的な視点、公平性や中立性な立場からの

助言・説明が求められることから、当該対応

を行えるのは道総研の他にない。  

(3) 環境 モニ タリ ング 計画 に定 める 周辺 地域

環境モニタリングのうち通年 (サンプル回収

は月１回 )で実施する大気測定は公定法では

ない調査方法のため、特殊な試料採取装置が

必要となるが、道総研は当該測定に適した試

料採取装置を独自に製作・所有しており、本

モニタリング業務を適切に実施可能である。 

 

  以上の観点から、委託契約の相手方は、地方

独 立 行 政 法 人 北 海 道 立 総 合 研 究 機 構 以 外 の ほ

かにない。  
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